
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

県が関与
する理由

163人 達成 130人

20,936

達成86か所 86か所 94か所

132人 100人
0

　放課後子ども教室登録児童数　7,330人  （H29年度目標：放課後子ども教室登録児童数7,900人）
　地域未来塾等の学習支援活動におけるＩＣＴ活用市町村　8市町村（機器等整備 H27～H28、学習支援活用 H28）

Ｈ27 H28
目標

H26末
（実績） 目標 成果 達成状況

7,750人

100か所

76 79

事業番号 15 07 04 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 放課後子ども教室推進事業費 担
当
課

部局 教育委員会事務局

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

放課後子どもプラン推進事業実施要綱
国庫補助事業を活用しているが、市町村への県補助が要件となるため

課・室 文化財・生涯学習課

総合５か年
計画

プロジェクト  8-2-1　教育再生プロジェクト E-mail bunsho@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
７－２　子育て先進県の実現

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施中

　放課後や週末等に小学校の余裕教室等を利用し、地域の方々の参画を得て、子どもたちが安心・安全に、心豊かで健やかに育まれる
居場所づくりを推進する。
　経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習習慣が十分に身についていない中学生のために、地域住民
の力を生かし、「地域未来塾」を開講し学習支援を行う。併せて、学習支援活動に係るＩＣＴ機器等の整備を支援する。

　実施市町村数、実施教室数、登録児童数ともに平成24年度までは増加傾向にあったが、平成24年度をピークに、実施市町村数、実施
教室数は横ばい、登録児童数は微減の状態である。また、「地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業」が平
成26年から開始されたほか、平成26年7月に策定された『放課後子ども総合プラン』において、放課後児童クラブとの一体型運営の推進等
を図ることとされた。
　平成27年度の国補正予算（一億総活躍社会の実現対策）において、ＩＣＴ機器等を活用した地域未来塾等の学習環境を向上する事業
が設けられた。

５　地域・家庭の教育力の向上 実施期間 H19 ～

放課後子ども教室推進事業を実施する42市町村に
補助を実施　【放課後35､土曜4､未来塾3 補助率 2/3】

20,810 19,532 22,746

成果目標の達成状況

項目

登録児童･生徒数 達成

放課後子ども教室と放課後児童健全育成事業（児童ク
ラブ）が、小学校区ごとに一体的又は連携して実施さ
れる総合的な放課後対策事業（放課後子ども総合プラ
ン）の推進に向けて開催（H27年5月､10月：２回）

79

7,330人 8,406人

合計 20,936

放課後子ども総合プランに関わるコーディネーターや
教育活動サポーター・推進員、児童クラブ指導員等の
資質向上、情報交換・情報共有の推進に向けて開催
（H28年1月：1回）

47 47 47放課後子ども総合プラン合同研修会 直接

19,655 22,872

放課後子ども総合プラン推進委員会 直接

20,936 22,872

34,420

当初予算 22,923

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績
H27 H28

（当初） （決算） （当初）

放課後子ども教室推進事業

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

Aの
財源

18,566 55,356

0 0 0

22,631 18,154 19,655

4,138

補正予算 -2,370 34,420

実施箇所数

合同研修会参加者数

概　算
人件費

0.50 0.50 0.50 0.50

4,129

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

　引き続き、取組事例集の配付や合同研修会の開催等を通じ、市町村の放課後子ども教室や土曜日の教育支援体制等の構築に係る
事業計画の立案を支援するなど、子どもの居場所づくりを推進していく。
　ＩＣＴを活用した学習支援活動を行う市町村の整備支援を進めるとともに、子どもの貧困対策に向けた知事部局の学習支援事業との
連携を図る。

目標に対
する成果
の状況

　平成27年度の地域未来塾事業の開始に伴い、登録児童･生徒数、実施箇所数とも目標を達成するなど、事業実施市町村における学習
支援活動や体験・交流活動が着実に推進されている。
　放課後児童クラブに係る法定講習の時期を避けた日程や、現場のニーズに即したテーマ設定などにより、合同研修会には多くの参加者
が見られ、現場スタッフの資質向上や情報交換に寄与することができた。

 概算事業費（B（A）+C） 26,760 22,283 23,793 61,430

4,129 4,138

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

地域未来塾ICT活用支援事業

補助金
・

交付金 学習支援活動の環境向上のため、ＩＣＴ機器等の整備
に補助　【8市町村　補助率 10/10 → H28に繰越】

- －

11,439 9,261 44,866 11,415

11,484 9,305 10,490 11,457

合計（A) 22,923 57,292
6,472人

27年度 28年度


